
科　　　目 金　　　額　　円 金　　　額　　円

　[流動資産] ［　 606,920,395 ] 　[流動負債] ［ 101,577,152 ]

当 座 預 金 78,521 11,537,480
普 通 預 金 140,790,532 4,632,797
定 期 預 金 330,000,000 15,009,463
売 掛 金 45,999,050 15,883,800
未 収 入 金 39,681 20,266,900
従 業 員 貸 付 金 2,500,000 1,861,398
預 け 金 82,500,000 30,885,314
前 払 金 5,231,831 1,500,000
前 払 費 用 83,600
仮 払 金 53,180 　[固定負債] ［ 102,481,785 ]
貸 倒 引 当 金 △ 356,000 102,189,285

292,500
　[固定資産] ［ 92,402,666 ］
　有形固定資産 6,925,580

建 物 付 属 設 備 4,043,186 204,058,937
什 器 備 品 2,520,660
一 括 償 却 資 産 361,734 　[株主資本] ［ 495,264,124 ］

10,000,000
　無形固定資産 833,000

電 話 加 入 権 713,000 485,264,124
ソ フ ト ウ ェ ア 120,000 2,500,000

482,764,124
　投     資     等 84,644,086 214,000,000

投 資 有 価 証 券 76,800 268,764,124
出 資 金 500,000
差 入 保 証 金 15,191,056
保 険 積 立 金 19,479,447 495,264,124
繰 延 税 金 資 産 49,396,783

資　産　合　計 699,323,061 699,323,061

繰越利益剰余金
 別  途  積  立  金

貸　　借　　対　　照　　表

買 掛 金
未 払 費 用
未 払 金

未 払 消 費 税 等
預 り 金
賞 与 引 当 金

令和２年３月３１日現在

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

利 益 剰 余 金

科　　　目

負　債　合　計

未 払 法 人 税 等

役 員 賞 与 引 当 金

純 資 産 の 部 合 計

負債・純資産合計

利 益 準 備 金
その他利益剰余金

退 職 給 付 引 当 金

資 本 金

役員退職慰労引当金



1.重要な会計方針

(1)資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価方法及び評価基準

売買目的以外の有価証券

　　移動平均法による原価法

(2)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く）　　法人税法の規定による定額法

②無形固定資産 法人税法の規定による定額法

③リース資産　 リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナン

ス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし残存価格を零とする定額法

(3)引当金の計上基準

①貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるために、一般債権については

貸倒実績率により計上するほか、個々の債権の回収可能性を

勘案して計上しています。

②賞与引当金 従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込み額に

基づき計上しています。

③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるために、退職金規定に基づく当期

末における要支給額の100％相当額を計上しています。　　

(4)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①リース取引の処理方法

リース取引に関する会計基準の改正適用初年度開始前のリース物件の所有権が借主に

移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっています。

②消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方法によっています。

2.当期純利益 24,018,341円

個　　別　　注　　記　　表
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